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論 文 内 容 の 要 旨 
 少子化や市町村合併を背景に、公立小学校の統廃合が僻地から都市部まで広く進められているが、
複式学級の解消や規模の拡充・標準化の達成を目標とするために、様々な課題を露呈している。本研
究では、学校環境の活性化に繋がるような統廃合という視点で、統廃合の計画実態や課題を評価し、
効果的な統廃合の計画手法、及び、統廃合に依存しない小規模校の活性化手法を提起した。 
 まず、学校規模、設置計画、通学方法、検討プロセスを視点に統廃合の方法を評価し、統廃合が実
際には学校規模の拡充や標準化という自治体の主目標の達成に繋がらないことや、校区の拡大が顕著
で、学校活動の制約や通学方法の転換、地域との関係の希薄化などの問題が生じることを明らかにし
た。統廃合の方法は、学校規模と設置計画の統廃合前後の変化を指標として、「吸収型」「対等型」「中
間型」に分類でき、「吸収型」では、複式学級や小規模校の解消に留まり、統廃合による児童の負担
が小規模校に偏ること、統廃合の合意を得ることが検討プロセスの中心となり、新しい学校づくりが
議論されないなどの課題を解明した。「対等型」「中間型」では、学校規模や学校名、校舎・敷地の選
定で対等な関係を築くことで、統廃合の負担を均等化し、学校づくりの議論や準備を活発化すること
を解明した。 
統廃合のタイプ別に、統廃合前後での学習方法、学校活動などの変化を評価した。「吸収型」では、
母体校の取組みの継承が中心となり、廃校地域が学校活動に参加する機会の低下を生じる反面、「対
等型」や「中間型」では、従前校の特色ある活動や地域連携活動を持寄り、乃至は新規につくり出す
傾向が顕著であることを解明した。その違いには、統廃合合意後の準備や検討内容が影響し、学校の
活性化には統合校のビジョンや体制づくりが作用することを実証した。 
小規模小学校が地域に存続しながら活性化を図る手法を検討した。小学校同士、小中一貫などの学
校間連携や学校・地域連携を取り上げ、活動特性や運営の仕組みを解明し、その有効性を評価した。
学校間連携では、複式学級指導から単式学級指導への転換や協力教授方式などの活動形態の多様化な
どの有意性を解明した。学校・地域間連携では、地域の人的・物的な関わりにより活動形態や指導体
制の多様化など、小規模性の課題克服を析出し、連携の有用性と統廃合のオルタナティブとなる可能
性を実証した。 
最後に、計画的知見をまとめたうえで、小規模小学校の活性化に向けて、「対等型」「中間型」を誘導
するための設置計画や検討プロセスのあり様など、統廃合の効果的な計画指針、並びに連携を基盤と
したオルタナティブの運営手法を提案した。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 成果や課題が検証されないままに、小規模小学校の統廃合が活発に進められ、学校の均質化や地域
コミュニティの脆弱化など、学校・地域の様々な問題が顕在化している。これに対して本研究は、多
様な事例分析をもとに、学校の活性化を視点として統廃合の課題の析出と方法の類型化を試み、効果
的な統廃合の計画指針、並びにオルタナティブの提示を目指す先駆的な研究である。 
 統廃合事例の定量・定性分析によって、学校規模、統合校の設置方法や通学方法、検討プロセスな
ど、統廃合の方法的特性を解明、評価している。統廃合は学校規模の拡充を達成し得ないことや、校
区拡大による通学方法の転換が学校活動や地域との関係に制約を与えるなどの問題を析出し、規模・
配置計画に関わる課題を提示している。また、学校規模と設置方法の統廃合前後の変化を基にして、
統廃合の方法は、「吸収型」「対等型」「中間型」に類型できることを新規に解明している。多数を占
める「吸収型」では、環境移行に関する負担が廃校の児童に一方的に集中すること、その要因は、統
廃合の合意形成に重点が置かれ新しい統合校の計画が不十分な検討プロセスにあることなど、類型と
統廃合の方法的課題やプロセスとの関係を解明している。 
 次に、類型別に学校活動の変化を評価し、「吸収型」では母体校の取り組みが継承されるに留まる
反面、「対等型」や「中間型」では従前校の特色ある活動の持寄りや新規創出により、学校活動が活
性化されること、それには統廃合決定後の準備プロセスが影響することを解明している。 
 小規模校を存続させながら活性化を図る手法として、学校間連携、あるいは学校・地域間連携に先
駆的に着眼し、連携活動の内容と仕組みの特性と有用性を解明している。小規模性と大規模性のメリ
ットをトレード・オフの関係とする統廃合に対して、相補的関係が展開され、双方のメリットを両立
可能とする連携は、統廃合のオルタナティブとなりうるとの結果を得ている。 
 以上の結果をまとめて、学校の活性化に向けての統廃合計画や連携計画の指針を提起している。 
 本研究は、小学校統廃合の効果的な計画指針やオルタナティブを提示するものであり、学術的・社
会的な有用性が高い。また、小規模化が進む学校の活性化に向けて、学校の規模・設置・運営計画に
関する有用な知見を提供し、学校施設に関する建築計画学の発展に寄与するところが大きい。よって、
本論文の著者は、博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
